
公共料金値上げ・市財政再建実施計画（案）資料 
                         第一次取りまとめ 市会議員 坂原利満 

水道料金値上げ   （02年７月１８日 事業水道常任委員会で発表） 
水道料金平均 12、15％値上げ案を示す。 

  理由 ・現行料金は平成 6 年 4 月に 33、9％の改定（値上げ）をした。市の水源の 94％を占める
府営水道が平成 12年 10月より 13円 60銭／立法メートル、18、3％の値上げを行った。そ
の受水費の負担増が、大きな財政負担となってきている。老朽管･施設の更新や改良事業も

必要。 
     ・現行料金のままいくと､平成 17年度末には累積欠損金が 4億円見込まれる。将来の給水に

支障が生じるとともに事業経営に困難をきたす。 
  内容 ＜実施時期＞   平成 15年 4月 1日 （１２月議会提案） 
     ＜水道料金＞ 
     ・平均改定率  家事用 11、６％ 営業用 13、54％ 一時使用 21、72％で全体改定

率が 12、15％となる。  
     ・使用水量毎のランク分けは現行の通り 
     ・消費税を外税扱いとする（改定率の計算は、消費税込み） 
     ＜メーター料＞ 
     ・消費税を外税扱いとする（消費税を含んだ料金を現行と同一にするので実質変化なし）     

＜加入金＞ 
     ・消費税を外税とする。よって各口径とも５％改定とする 
  参考 ・有収率の改善は平成 9年度 87､4％が 13年度は 90､6％になった 
     ・改定後の府下市の比較では、１０㎥で茨木市に次いで、２0 ㎥で箕面市に次いで、３0 ㎥

で門真市に次いでいずれも 2番目の料金となる。 
・ 改定後の予測では、16 年度で累積欠損金が解消し、19 年度では 570 万円の当年度損益
が出るが、繰越剰余金が 1220万円となるとしている。 

・ 家事用で使用量が３０㎥（市平均）の場合。 
現行料金４７００円が５２９６円となる。  ５９６円/年の up  ７１５２円/年の up 

・ 値上げによる給水収益は＊１４０００万円の増収となる。 
 

  問題点と見解 
①９年ぶりの値上げで、原水である府営水道値上げのためとの理由だが、生活必需の水道料

金値上げは、不況下で市民生活への影響は大きく最低限度に抑制するべき。 
     ②今回 12､15％の値上げ率だが、府営水の値上げ分の波及分（ハネかえり）は８％程度で収

まり、高すぎるのではないか。 
     ③人件費は定期昇給分アップ・年が見込まれているが、人勧で給与の引き下げが勧告される

状況のもと、今後増える見込みはそんなに有り得ないのではないか、確認要す。 
     ④減価償却費が過大に計上され、帳簿上の経費増になっていないか、確認要す。 
     ⑤洗管・漏水・メーター不感など料金回収されない水が、金額で 10％・6,000万円の無駄が

ある。（石綿管 15ｋｍ） 
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  下水道使用料改定について  （02年７月１８日 事業水道常任委員会で発表） 
下水道料金平均 16、1％値上げ案を示す 

    理由   ・地方債残高の累増に伴い公債費が大きな負担となっている。 
              13年度末の起債残高は９５億６７００万円 
              13年度の元利償還額は６億 9000万円で下水道会計の 49、4％を占める。 
        ・ 現行の使用料収入では汚水処理費の維持経費の 51、6％で、不足分は一般会計よりの繰入

れで賄っており、財政状況の中で厳しい。使用者と未使用者間の負担の公正さを欠くことに

なる。                                       
        ・一般的に、使用料対象経費として元利償還金の 2分の 1の回収が必要とされているが、今回

は維持管理費のみとする。 
    内容  ＜実施時期＞   平成 15年 4月 1日  （12月議会提案） 
          ＜使用料＞       ・平均改定率  １６、1％   消費税は外税として課税  

維持経費を賄うのに不足する額相当。 
                           ・基本水量を８㎥とし、水道料金体系に合わした。 
    参考  ・改定後の他市比較では、２０㎥で堺市以南５番目､府下５番目になる。 

・ 下水道会計総額 14億円の内、一般会計からの繰り入れは 8億円で 57､6％となる。建設
工事費は 4億 4千万円。 

・ 下水道普及率は 13年度末で 30､6％。コミプラを除いた一般地域の普及率は 14､9％。 
・ 使用量２１㎥～３０㎥が最も多く世帯の 30％を占める。平均は２７㎥。 
・ 平均の２７㎥使用時の下水道料金は、１９８０円が２４０９円になる。（実質 21､6％up） 
           ４２９円/月   ５１４８円/年の負担増 
・ 値上げによる使用料の増収は、＊２６００万円となる。 
 

  問題点と見解 
① 水道料金同様生活必需の下水道料金値上げは、不況下で市民生活への影響は大きく最低

限度に抑制するべき。 
② 供用開始しているのに未接続未使用の世帯が多く、旧市街地の接続率は 72､3％止まり。 
       改造資金の融資制度の改善が必要。 
③ 大きな投資の一方で、接続率が低く生かされていない。市民の接続時の負担能力を考え

ると建設ペースのダウンも検討必要か。 
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国民健康保険料金値上げ   （０２年８月６日  厚生文教常任委員会で発表） 
運営協議会に諮問するも異例の継続審議になった 

 内 容 
        平成 15年度分より実施 （限度額は１２月議会提案） 
          所得割（５０％）６，５％→９％            ３8、４6％アップ 
          平等割（１４％）27,000円→32,200円      １９、26％アップ 
          均等割（３６％）27,000円→33,200円      ２２、96％アップ 
 最高限度額 48万円→52万円        8､ 33％アップ 
  説 明 
   ・ 経済情勢の低迷による減収、高度医療の増加と老人医療拠出金の増などで、収支がバランス取れ

ない状況が続いている。                           
・ 13年度決算では 3億６千万円の赤字となることが確定した。(一般会計繰入れしないで赤字を翌
年度に繰り越す処理をした) 

・ 上記の値上げをしても 1５年度 6800万円､１６年度 14400万円、17年度 22100万円、18年度
31400万円の赤字となる予測をしている。 

・ 堺市以南の９市の比較では、保険料(調定額)は世帯当たり･一人当たり共に最も低く、世帯当た
りで１４８，７８１円・一人当たりで７１，８２０円となっている。 
（最高は貝塚市で世帯当たり１９１，７３９円・一人当たり９３，７２７円） 

 参 考 
・ 保険料率改定の推移 
○平成 9年までは､所得割が市･府民税の３２０/１００、資産割が８０/１００ 

           均等割が 26,000円、平等割が 26,000円、限度額が 46万円だった。 
 ○平成 10年に資産割が廃止となり、所得割が４００/１００に、均等割が 31,000円 

に、平等割が 29,000円になった。 
○平成 12年に所得割の算定を（総所得金額―基礎控除分）の 6､5％に、均等割が 

27,000円に、平等割が 2,700円に、限度額は 48万円になった。 
   ・ 十月１日からの健康保険法の改正による医療費自己負担額等について、市条例の改正が必要とな

る。（９月議会）  
値上げによる負担増の試算 
現行の年間 
保険料計算式は 

 所得割 基準総所得金額（課税総所得金額―基礎控除 33 万円）×0,065   ＋       
均等割（人数×27,000円）＋平等割（27,000円）   

 
① 課税所得 400万円で 4人家族            373,550円  →495,300円       121,750円増 
②       同上      で 2人家族             319,550円  →428,900円      109,350円増 
③ 課税所得 200万円で 4人家族           243,550円  →315,300円         71,750円増 
④       同上      で 2人家族           189,550円  →248,900円         59,350円増 
問題点と見解 
・ 今回の値上げを行っても引き続き毎年赤字となる。 

値上げによる増収は＊３億３００万円 
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・ 各料率と限度額引き上げで、すべての加入者にとって値上げとなる。 
・ 今までは､年度末に不足分は一般会計より繰り入れして収支を合わしてきた。 
・ 保険料滞納者への資格証の発行は現在行っていないが、短期保険証は 8月 6日現在で 296件と
なっている。とりわけ、資格証の発行は容易にさせてはならない。 

 
 
介護保険料値上げ 
・ 来年度より６５歳以上の保険料は約１０％の値上げを示唆している。 

増収見込み＊２千５百万円 
・ 本年１０月頃に、最終見込みが取りまとめられるので値上げ額の予測が立つ。（３月議会で提案） 
 
 
「阪南市財政再建実施計画」素案を発表 （０２年８月２１日 総務常任委員会発表） 

 市民の意見を９月１日より１０日まで受け付ける。冊子は主要な公共施設で公表する。（９月広報載）  

９月下旬に最終決定し、来年度予算に具体化する方針。 
「阪南市財政再建実施計画」の要点 
   ・計画策定の目的    財政構造が硬直化し、財政再建団体への転落が現実のものになっている元で

再建団体転落回避に向けた取り組みを集中的に実施する。計画期間は平成１５年度から１９年度。 
   ・財政収支見通し   現行のまま推移すると、平成１６年度に実質収支赤字額が標準財政規模の２

０％（２２億４千万円）を超え再建団体に転落する見通しとなる。積立金を取り崩しても平成１

８年度で転落となる。             
   ・財政状況 ○歳入総額に占める市税の割合は３９％（府下３２市中２８位・平均４９％） 

○ 一般財源総額に占める市税の割合は５５％（府下３２市中最下位・平均７４％） 
○ 市民一人あたりの市税収入額は１０４千円（府下３２市中最下位・平均１５７千円） 
○ 財政力指数は０、５９２            （府下３２市中最下位・平均０、８４６） 
○ 経常収支比率は９６､５％           （府下３２市中２０位・平均９4､７） 
○ 市民一人あたりの借金残高は２５９千円（府下３２市中２１位・平均２９６千円） 
○ 市民一人あたりの積立金残高は３１千円（府下３２市中６位・平均１４千円） 
            １３年度末財政調整基金残高  １５億５千２００万円 

   ・財政危機の主な要因   ○景気低迷に伴う税収の減少    （１１年度の ％・ 円の減） 
○ 公共施設の維持管理費の増大（義務教育施設,住民センターなど多く、多くが市所有） 
○ 人口急増や市制施行に伴う人件費の増大 
○ 少子高齢化に伴う福祉・保健経費の増加と特別会計の経営状況の悪化 
○ 未成熟な都市基盤整備への投資とそれに伴う公債費（借金返し）の増大 

                      下水道事業、箱作区画整理事業など 
・具体的取り組みと目標額 

★ 歳入確保 
◎税収入確保と徴収率向上                    ７百万円 以下すべて５年間分 
    ・催促・戸別訪問強化  差し押さえ実施  前納奨励金の廃止など 
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◎受益者負担の適正化                        ＊２億２千３百万円 
○前回改定より３年以上経過する全ての使用料・手数料を見直す。（１２月議会提案） 

                           幼稚園保育料を含む                ２億１千万円 
○減免の見直し １千３百万円 

              
○新たな使用料・手数料・受益者負担金の導入を検討 

          ごみ収集,駐輪場、市の書籍などの有料化 
◎未利用財産の処分                            不確定で見込まない 
 

       ★歳出削減 
◎人件費の抑制                               ５億３千３百万円  
  ○職員定員の削減 ２億９千３百万円 
       ・IT活用での事務の効率化、施策の再構築（カット）、職員の能力アップ、施設の

外部委託、嘱託・再任用の活用など  
  ○給与費等の抑制                                  ２千５百万円 
       ・ 時間外勤務手当ての１０％削減、特殊勤務手当ての見直し 
  ○臨時非常勤職員の見直し   １０％削減             ２億１千５百万円 

・定年前早期勧奨退職制度の実施        
財政負担の平準化を図る必要より実施 

           ◎内部管理的経費,一般事務の削減                     ６千万円  
    ・庁舎の光熱水費削減、被服貸与見直し、自転車の活用、備品の共有,ペーパーレス化 
◎投資的事業の削減 
・事業内容、費用対効果、規模など検証と見直しを検討 

◎市の役割の明確化                         １０億９千２百万円 
○水準超過行政等の見直し １０億９千２百万円 

    ・市独自事業、国府の補助金事業でその水準以上のサービスの見直しをする 
       ２１２事業を｢事業評価｣した結果、廃止３５事業・見直し（縮小）５６事業 
                                 （４３％の事業、金額で５８％カット） 
・国庫補助負担事業の｢超過負担｣の解消 

         超過分の精査と、国に解消を求める 
           ◎団体補助金,負担金,分担金の見直し               ２千５百万円 

 ○団体運営補助の見直し              ２千５百万円      
・従来の１０％を削減する。定額補助を事業補助に切り替えを検討する。 

          
       ○負担金､分担金の見直しを検討 
        ・目的、成果が達成されているか精査する。意義が薄れているものは脱会する。 
     ◎特別会計等の経営基盤強化への取り組み      １５億８千４百万円 
     各特別会計でも「経営健全化計画」を策定し､一般会計からの繰り出し金をゼロベースで見

直す。 
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○国民健康保険事業 
・保険料の見直し 独自減免の見直し  前納奨励金の廃止 徴収・滞納整理体制の強化 

       収納率向上 
     ○介護保険事業 
      ・訪問調査の民間委託  認定審査会事務局の持ち回り実施  徴収体制の強化 
     ○下水道事業                       ３億１千万円 
      ・使用料の適正化 未接続世帯の加入促進 コミプラの公共下水への接続促進  

・水道事業との連携で効率化 処理コストの効率化に向け流域組合との協議 
     ○市立病院事業                     １１億７千４百万円 
      ・患者増加の取り組み 経営感覚の徹底 職員配置の適正化 
     ○泉南清掃事務組合                      ５千万円 
      ・施設運転業務の民間委託 特殊勤務手当ての見直し 使用料見直し 
     ○阪南岬消防組合                       ５千万円 
      ・特殊勤務手当ての見直し 資機材の効率的活用 
    ◎公共施設の維持管理運営の見直し 
    経費は人件費を含めると２０億円を超える。効果額は他に包含しているので算出しない。 
     ○緊急的対応策 
      ・光熱水費節減と備品の有効活用 外部委託しているものの内容・成果を精査し､見直す 
       保守点検・修繕費の１０％削減 
     ○外部委託の促進 
      ・嘱託・臨時職員の活用  民間・地域住民・ボランティアへの運営委託 
      ・住民センター・防犯灯の地元移管の検討 

○利用料・使用料の見直し 
・ あわせて、駐車場等の利用料導入の検討 
 

 
その他の公共料金の値上げ 

○１４年度より保育所の保育料値上げ実施    平均３５％  
保護者の負担増加額   ２千８百万円（１３年度決算と１４年度予算との差額） 

○１５年度より幼稚園の保育料値上げ（１４年３月議会議決） 
保護者の負担増加額   ２千２百円（教育委員会より聞き取り） 

 
 

今後の市民負担増額の総計額  ５億３千８百万円/年（＊印の総計） 25,300円/世帯 
 

今後の市民向け施策の総削減額 ９千３８２万円/年 
  ○福祉・保険関係 ５，９６２万円       ○教育関係（社会教育含む） ３，３０３万円 

○自治会・老人クラブ・子ども会・婦人会補助金  １１７万円 
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